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1.研 究 テ ー マ
「グルー プ戦略 に おけ るパ ラダイ ム シフ トにつ いて」
一 日本 の電 気事 業 にお け る新 たな グル ープ戦 略 の構 築 一
2.構 成 内容
第1章 序論
第H章 経営戦略論 に関する理論的背景
第 皿章 グループ経営に関す る理論的背:景
第IV章 グループ戦略におけるパ ラダイムシフ ト(事例研究)
第V章 電気事業 とグループ経営
第VI章 日本の電気事業 における新たなグループ戦略の構築
第W章 結論
3.要 約
バブル崩壊を契機 として、「日本型経営」が疑問視 されて きたと同時に、 日本 の企業 において も
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PPMを はじめとす る 「分析型戦略論」 による戦略の再構築が進め られてきた。
しか しなが ら、世界市場 において米国企業 は再生 の道 を歩み続 けているが、 日本企業 は もが き苦
しんでいる状況にある。 これは、 アプローチの仕方や戦略を実施す る企業側 のシステム等に も問題
があるが、分析型戦略論その もの に限界が あるように思われる。
これに対 し、90年代 にはいってか ら、企業の組織能力をべ 一スと したうえで、試行錯誤により戦
略を展開 していくとい う 「プロセス型戦略論」が注 目を集 めて きているが、 どのよ うな能力がどの
程度必要か とい った具体性 に乏 しく、また、能力醸成 には時間がかか ることか ら、厳 しい経営環境
に直面 し、いっ倒産す るかわか らないよ うな企業にとっては有効な解決策を提示す るものではない。
このよ うな ことか ら、 「分析型戦略論」あ るいは 「プ ロセス型戦略論」 を超えた新たな戦略論 の
略論が待たれ るところである。
グループ経営において も同様 に、 これまでは分析型戦略論をベースとした戦略を構築 してきたが、
分析型 グループ戦略で は対応で きない状況が生 じて きている。 また、プ ロセス型戦略論 について も
上記のような限界が内在す ることか ら、新たなグル ープ戦略構築が必要である。
一方、 日本の電気事業 におけるグループ経営にっいて見てみると、 これまで体系的な戦略 と呼べ
るようなものはなかったが、2GOO年3月よ り電力市場において も部分自由化が導入 され ることとなっ
た ことなどか ら、 日本の電気事業において も、新 たなグループ戦略を構築する必要がある。
以上 より、本論文 においては、分析型戦略論 とプロセス型戦略論 それぞれの限界をふまえ、複雑
系パ ラダイムか らのイ ンプ リケーションに基づ き新たな戦略論(融 合型戦略論)の 可能性 について
示唆 した うえで、それをグループ経営へどのよ うに反映 させ るか とい う点を中心 に考察 してきたが、
っぎの3点 に要約 され る。
(1)融合型戦略論の可能性
分析型戦 略論 とプ ロセス型戦 略論 との関係 は、演繹型 アプローチvs帰納型 アプローチ、 あるい
は効率(環 境適合)重 視VS創造性:重視、短中期的視点VS長期的視野、 といった トレー ドオフの関
係 にな っているが、複雑系パ ラダイムか らのイ ンプ リケー ションか ら、っ ぎの5っ の理由により二
律背反的な ものを同時に追求 してい くことが可能であるよ うに思われ る。
第一 に、複雑系パ ラダイムにおける基礎的な ものの見方である 「要素非還元性」 とは、「全体 は
部分の総和以上である。」 あるいは 「対象 を分割す ることによって何かが失われる。」 ということで
あるが、分析型戦略論によるアプ ローチで は企業全体 の課題がすべて明確にな るとは限 らない。
第二 に、複雑系サブパ ラダイムの一つである 「自己組織化」 とは、 システムの一定 の秩序ある状
態か ら、同様 に別の秩序ある状態を創発 させ ることであったが、 このことよ り、分析型戦略論をべ一
スに全体の戦 略が一元的にデザイ ンされ、組織はその戦略に従 うだけではな く、組織の 自律的な戦
略行動が全体の戦略を帰納的に形成す るということ(プ ロセス型戦略論)も 同時並行的にあ りうる。
第三 に、 もう一つのサブパ ラダイムである 「カオスのゆ らぎ」 とは、 カオスに も大 きな規則性が
潜んでいることであるが、分析型戦略論 によ りデザイ ンされた戦略を大 きな規則 とすれば、下位組
織が大 きな規則の中で揺 らいでいたほうが企業が健全 に保たれるということが類推 され る。
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第四に、生態系 カオスにおいては、テ ンセグリテ ィによって システム自体が力学的 に自己安定化
す る構造 を示す との ことであるが、企業経営において も分析型戦略論 とプ ロセス型戦略論の双方を
取 り入れた戦略を構築 した方が企業経営の自己安定化に繋がると類推 され る。
第五 に、あまりに構造化 されていると停滞がおこり、逆にあま りに構造化がなされていないとカ
オスの状態 となることか ら、「カオスの縁」 に留 まることが必要で あるが、分析型戦略論 に もとつ
く構造優位性の戦略のみに特化すると企業経営が硬直化 して しま うことが類推 され る。一方、 プロ
セス型戦略論 にもとつ く現場 レベルでの展開だけでは経営が混乱す ることか ら、分析型戦略論 とプ
ロセス型戦略論の双方をベースにした戦略を組合せ、カオスの縁 にて戦略を展開す る必要がある。
以上のように、複雑系パ ラダイムか らのイ ンプ リケー ションにより、分析型戦略論 とプロセス型
戦略論の双方 をベースにした戦略を実施す ることが可能であるばか りではな く、健全 な企業経営を
行 うためには、分析型 とプロセス型 を組み合わせた新たな戦略論(融 合型戦略論)が 必要 とされ る。
② 融合型 グループ戦略の導入な らびに同戦略に対応 した組織構築のポイ ン ト
融合型戦略論に基づ きグループ戦略を構築する際のポイ ントにっいて、 ソニーグループを事例 と
して整理す るとともに、同グループ戦略 に対応 した組織形態のあ り方 にっいて検討 した。
まず、融合型 グループ戦略を構築するための前提条件 と して、各職場あ るいは各社員に遺伝子 と
して創業者精神が浸透 していることがあげられ る。
つ ぎに、融合型戦略を実施するうえでのポイ ン トにっいては、っ ぎの5点 があげ られ る。
① グループ本社機能を持たせた機関を設置す るとともに、同機関において、分析型アプローチによ
りグループ全体の方針、戦略等 フレームワークを策定す る。
②関係会社 は、その フレームワークの中で自律的な行動が とれ るよう大幅に権限を委譲 され る必要
がある。
③特に、収穫逓増の法則が働 く事業分野 においては、 グループ本社が策定 した フレームワークによ
る統制範囲を極力抑え、関係会社のプロセス型アプローチによる事業展開が十分に行 えるよ うに
す る。 また、収穫逓減の法則が働 く事業分野においては、少な くとも一定のキャッシュフローを
期待できることか ら、分析型 アプローチで対応 し、短中期的な視点での原資とする。
④関係会杜 において成功をお さめた新規市場開拓や新製品開発にっいて、 その手法 を積極的に取 り
入れるとともに、開発された事業領域、製品にっいて、ポテンシャルが高い もの等 は積極的 に吸
い上 げ、 グループレベルで展開するようなループを構築する必要がある。 また、関係会社 におい
て実施 されているシステム、施策等でよいものについて もグループ レベルで積極的に展開できる
ような仕組みを構築す る必要がある。
⑤ トップダウン(本社主導)に よるグループ戦略立案 と関係会社か らのボ トムア ップによるグルー
プ戦略への反映 とのバ ランスを図 る必要がある。
また、融合型 グループ戦略に対応 した組織構築のポイ ン トとして、っ ぎの2点 があげ られる。
① グループとしての理念、 ビジョンにっいての浸透や、グループ全体の方向性、戦略 といったフレー
ムワークの策定 にっいては、 ヒエラルキー組織(強 連結)を 構築 したうえで対応す る。
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②各事業においては、上記 フレームワーク内において、関係会社が自律的に行動で きるよ うにす る
ため、ネ ットワーク組織(弱 連結)と する。
(3)電気事業における融合型 グループ戦略導入 と同戦略に対応 した組織構築のポイ ン ト
東北電力企業 グループをモデルと して上記 ポイ ントをふまえ検討 した結果、っ ぎの ことが判明 し
た。
融合型 グループ戦略構築に必要 な独創性、挑戦意欲が不足気味であったが、電力 自由化時代 を迎
えることか ら、 この機会を利用 してチ ャレンジ精神の高揚 を図る必要がある。
グループ総本社 である企画部 ・経営管理部 において、分析型戦略論に基づ くグループ企業戦略を
早急 に構築する必要がある。 「収穫逓減の法則」 が働 く事業や電気事業 にっ いて も同様 に、分析型
戦略論 に基づ くグループ事業戦略を早急 に構築する。 ただ し、電気事業以外で 「収穫逓増 の法則」
が働 く事業 については、 プロセス型アプローチにより事業戦略を形成するのが望 ましい。
グループ本社か ら関係会社 に対す る統制事項を全般的に緩和す るとともに、人事配置につ いて も
見直すなど、関係会社の自律性を確保す る施策を検討すべきである。
関係会社か らグループ本社(グ ループ戦略)へ のフィー ドバ ックループを構築 し、 グループ総本
社 の トップダウンによるフ レームワークの策定 と関係会社か らのボ トムアップによるフ レームワー
クへの影響 ・戦略形成 とのバ ランスを図 る必要がある。
一方、融合型戦略に対応 した組織構築のあ り方 にっいては、つ ぎのとおりである。
グループ ビジョンの策定、グループ事業領域の設定 とい ったグループ企業戦略の構築 は、 グルー
プ総本社である東北電力企画部 ・経営管理部で行 うことなどか ら、 グループ総本社を中心 とした ヒ
エ ラルキー組織 とす る。
また、「収穫逓減の法則」 が働 く事業や、一般電気事業 にっいて、 グループ総本社において事業
戦略を策定す ることか ら、 グループ総本社を中心 とした ヒエラルキー組織(強 連結)と す る。 ただ
し、 グループ企業戦略な らび事業戦略の枠組みの中で、関係会社が 自律的に行動できるようにする。
なお、一般電気事業以外で 「収穫逓増 の法則」が働 く事業においては、 グループ企業戦略 とい う
フレームワークの中、関係会社が自律的 に展開できるよ うにするため、ネ ットワーク組織(弱 連結)
とす る。
なお、今後の課題 と して、効率性や創造性 といった市場性(経 済性)と ともに、社会性 について
もフレーム ワークの中に入れたグループ戦略のあ り方 について、研究を進めてい くこととす る。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、既存 の経営戦略論研究の レビューを通 じて、異 なる経営戦略に関す る捉え方を融合す
るとともに、 そうした新 しい経営戦 略にたいする見方、っ まり著者が 「複雑系パ ラダイム」 と呼ぶ
考え方を、電気事業を中心 とするグループ経 営に応用 しようと したものである。 問題の提起 に続 い
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て、第H章 では これまでの経営戦略論の レビューに基づいて、それ らを分析型戦略論 とプロセス型
戦略論に類型化す るとともに、両者を融合す る可能性を もつ複雑系パ ラダイムにつ いて考察 してい
る。第皿章では、 これまでのグループ経営 に関する理論的な レビューを行い、 グループ経営 におい
て も先の2類 型を融合 した戦略が必要 となっていることを指摘す る。
これ らの理論的な レビューに続 いて、第皿章か ら第VI章までは、 グループ経営 の事例研究が展開
される。 まず第皿章では、融合型 グループ経営を展開 している典型的事例 とみ られ るソニーの事例
が詳細 に分析 される。 また、第V章 及び第VI章では、著者が現在従事 している電気事業 におけるグ
ループ経営の歴史 と現状を海外の事例を含 めて考察するとともに、それ らの状況や課題を踏 まえて、
電力企業グループにおいて融合型 グループ戦略な らびに組織 を構築する際の概念 モデルと実践上の
含意 を示唆 している。第盟章では、全体の結論 と今後に残 された課題 を論 じている。
全体に経営戦略論 とグループ経営論 の両者 について、周到 な理論的 レビューが行 われてお り、 グ
ループ経営戦略についての的確 な分析がなされている。 また、分析型戦略論 とプロセス型戦 略論の
2っを融合す るもの として、新たに 「複雑系パ ラダイム」に基づ く融合型戦略論 を提起 し、 それを
グループ経営 に応用 しようとす る着想 もユニークであるといえ る。 さらに、 ソニーや東北電力 のグ
ループ経営の事例分析 も、十分な資料収集 に基づいた緻密なものとなってい る。
もっとも、本論文で提起 されている複雑系パ ラダイムが、真に2っ の戦略類型 を融合 しうるもの
にな っているか否かに関 しては、 なお検討の余地があるよ うに思われ る。 システム論や自己組織性
などの鍵概念 にっいて、 より一層の考察 も必要である。 また事例の記述 も、やや組織構造の面 に傾
斜 してお り、経営戦略そのものの考察が幾分希薄にな っている点 もある。 しか し、 これ らの批判的
コメ ントは、本論文の経営戦略論や グループ経営論 にたいす る重要 な貢献を損 うものではけっして
ない。よって博士論文(経 済学)と して 「合格」 と判定する。
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